
ＪＩＳＡ((一社)情報サービス産業協会

社会の革新委員会

デジタル社会推進部会の取組について

２０２３年３月１日
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デジタル社会推進部会 委員会社

• (株)オーイーシー

(株)ＲＫＫＣＳ
(株)アイシーエス
(株)アイネス
(株)インテック
(株)ＨＢＡ
ＮＥＣソリューションイノベータ
(株)
(株)オーイーシー
京都電子計算(株)
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(株)鳥取県情報センター
日本電子計算(株)
(株)ＢＳＮアイネット
(株)ＢＣＣ
(株)福島情報処理センター
(株)三重電子計算センター
(株)両備システムズ
(株)ワイ・シー・シー

以上 16社



デジタル社会推進部会の目的

•市区町村の基幹業務システムの「標準化」や「ガバメントクラウドへの
移行」の円滑な推進や利便性の高い高品質な自治体行政サービス
の実現を支援するため、JISAの会員相互での課題共有を図るととも
にし、JISAと関係省庁との連携や協力体制の強化を図る。

•国が進めるデジタル田園都市国家構想の実現に向けて、 JISA、関係
省庁、関連団体との情報共有を進めるとともに、JISAの会員が期待さ
れる役割の確認や具体的な行動について考えていく。
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活動内容（その１）
• ２０２１年度

１２月１４日 デジタル社会推進部会第１回開催

１ 月２６日 デジタル社会推進部会第２回開催

２ 月１０日 デジタル社会推進部会第３回開催 総務省アドバイザー三木様ご出席

３ 月３１日 デジタル社会推進部会第４回開催

• ２０２２年度

４ 月２１日 デジタル庁 地方公共団体情報システム標準化基本方針第( 0.8 版)公開

５ 月１１日 JISA提言書案 経産省に説明

５ 月１６日 JISA提言書案 社会の革新委員会 長坂会長に説明

５ 月１８日 JISA提言書案 原会長、尾本副会長に最終ご確認

６ 月１４日 デジタル庁牧島大臣宛の提言書を浦上参事官にお渡しする。 リンク

ＪＩＳＡに対して標準化などについてヒアリングを行っていただくことで合意。
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活動内容（その２）

• ２０２２年度

６月２８日 「ISMAP-LIUに対する意見公募手続きの開始」に伴う説明会開催

６月２８日 デジタル庁から「地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化に係る

アンケート」への協力依頼、会員企業への案内、アンケートへ回答

７月２８日 浦上様の後任の渡邉様にこれまでの経緯と提言の趣旨について説明

地方公共団体情報システム標準化基本方針(第 1.0 版)案についてＪＩＳＡに

ヒアリングを行っていただくことで合意。

８月 ４日 デジタル社会推進部会第１回開催 三木様ご出席

８月３１日 デジタル庁から地方公共団体情報システム標準化基本方針(第 1.0 版)

が示される。 6



活動内容（その３） デジタル庁との基本方針に関する意見交換

９月１４日 デジタル社会推進部会第2回開催

第3回部会（デジタル庁との意見交換）の前に、部会としての方針を決定するために開催。

・２０２５年度に移行することに関して、基本方針(案)の記述が不明確であることを確認

・ガバクラの利用を含めて、情報が少ないため、見積ができないことを確認

・クラウド接続サービスの費用負担が明確でないことを確認

９月１５日 デジタル社会推進部会第３回開催

「地方公共団体情報システム標準化基本方針(第1.0版)」に関する内容の確認、意⾒交換を

デジタル庁と行う。 デジタル庁参加者 渡辺様 前田様 円増様 丸尾様

確認した主なポイントは以下の通り。

・２０２５年度で標準化、ガバクラ移管の予定に変更なし

・ガバクラの利用については自治体が応分の費用を負担する

・ガバクラに移管しない場合は性能、費用面の合理性を証明する必要がある

・ガバクラ環境でマネジドサービス等新しい環境、技術を活かしていく取組には強力に支援する
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活動内容（その４） 技術要件検討会へのオブザーバー参加

９月２１日 デジタル庁よりJISAへ共通機能等技術要件検討会へのオブザーバー

参加依頼

１０月１２日 共通機能等技術要件検討会 第１回開催

１２月２３日 共通機能等技術要件検討会 第２回開催

２ 月 １日 共通機能等技術要件検討会 追加検討会

2月初旬以降に開始する自治体意見照会に向けて仕様書1.1版（案）を

最終化するにあたっての意見を収集

デジタル庁より

技術要件検討会では、構成員、オブザーバーの皆様からご意見をいただき、大きな

方針については合意形成できたと考えますが、いくつかの課題については、年度末

までの仕様改定に向けて、意見照会や情報共有等を継続して実施していく想定です。
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活動内容（その５） ISMAP制度改善に向けたヒアリング

１２月１６日

政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ISMAP）の制度改善に向けたヒアリング実施

ご出席 内閣官房内閣サイバーセキュリティセンター、デジタル庁、

総務省サイバーセキュリティ統括官室、経済産業省商務情報政策局情報経済課

JISA側から５社が参加

負荷、コストの節減に向けて制度の見直しについて意見を交わす。以下JISA側の意見。

① ISMAPの取得有無にかかわらず取得に必要な労力、コストを大きな負荷と考えている

② ISMAPの基準のベースとなっているISO27001等の規格についてはISO認証機関の審査も受けて

おり、制度的に柔軟な対応はできないか

③ また、審査を行なう監査法人がすべての審査を行っていくのは、実運用として厳しいのでなないか。

大企業しか担えないコスト面も改善策を検討願いたい

④ 実際のシステムの運用においてはISMAPだけでは不十分であり、安定運用に向けてさらに広い

制度設計が必要ではないか など
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部会のここまでの成果

自治体システムの標準化、ガバメントクラウド移行についての意見収集、デジタル庁

への提言活動が中心になっています。ここまでの成果としましては以下の通りと考え

ています。

①デジタル庁の示す基本方針等においてJISAに対してヒアリングが行われていること

②デジタル庁と標準化、ガバクラ移行について継続的に意見交換を行う関係を作れたこと

③デジタル庁が主催する機能要件の要件検討会に参加して意見を述べることができたこと

④デジタル庁以外の関係省庁に対してもＪＩＳＡと会員企業であるＩＴベンダーについて認識を深めていた

だき、 ISMAPのあり方などのデジタル施策に関しても意見交換を行うことができたこと

⑤ＪＩＳＡ並びに会員企業様内の情報共有が深められたこと
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デジタル社会実現に向けて

デジタル田園都市構想の実現に向けて、そのため会員間の情報共有を進め、やるべきことを確認す

るために講演会を開催。

日程 ２ 月 ７日 第４回JISAデジタル社会推進部会

講師 (⼀社)データ社会推進協議会(DSA) 理事 杉山氏講演

以下抜粋

・データ流通が世界を変える

・これから分野を超えてデータを共有、利活⽤することで多様なニーズに対応するサービス提供

可能にする

・分野間データ連携基盤を構築し各企業が活⽤すれば、⾃社単独では⼊⼿困難であるデータを

取得、⾃社保有データと掛け合わせ、より競争⼒が⾼い新サービスや新製品を開発することが

可能となる。バーチャルデータで世界を寡占したGAFAのように、我が国は国内に散財している

「産業のリアルデータ」を協調領域において協業することにより、 勝者になることが出来る

11



最後に：今後について

• これから佳境に入っていく標準システムへのシフト、ガバメントクラウドへの
リフトについては、住民サービスの向上が目的であり、そのために自治体

システムの高度化とともに安定運用が必須となります。そのために関係省

庁との密な情報交換を継続していきたい。

• これに並行して自治体ＤＸ、データ連携などによる官民連携・デジタル田園
都市構想等についても厳しいリソースの中でスピード感をもって取り組んで

いかねばならず、関係省庁との連携の中で情報共有、連携、人材育成を

加速し、最適な行動へとつなげていきたい。
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ご清聴ありがとうございました
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